「執政」について　　　　　　　　　　　
１．発表の目的

（１）１週目

　「控除説」の問題点、ならびに、「執政説」の言いたいことについて。

（２）２週目

　執政説に立って、その問題点を具体的に考えてみる。

２．参考条文

　65条：行政権は、内閣に属する。　66条3号　内閣は、行政権の行使について、国会に対し連帯して責任を負ふ。
　73条：内閣は、他の一般行政事務の外、左の事務を行ふ。
1．法律を誠実に執行し、国務を総理すること。

2．外交関係を処理すること。

3．条約を締結すること。但し、事前に、時宜によつては事後に、国会の承認を経ることを必要とする。

4．法律の定める基準に従ひ、官吏に関する事務を掌理すること。

5．予算を作成して国会に提出すること。

6．この憲法及び法律の規定を実施するために、政令を制定すること。但し、政令には、特にその法律の委任がある場合を除いては、罰則を設けることができない。

7．大赦、特赦、減刑、刑の執行の免除及び復権を決定すること。

３．「行政」とは・・・

（１）控除説とは

控除説（通説）　「行政＝全国家作用－立法－司法」

　　

（２）控除説の歴史的沿革

①中世～近世　統治権の独占＝宗教的権力（神）
　　　　　　　　　　　　　　世俗的権力（国王、皇帝）
　　　　　　　　　　　　　　　↓
②近代　　　　全国家作用から、司法権・立法権が独立してゆく。
1 国民代表の参加と結びついて立法権が独立
2 裁判所の自らの守備範囲（司法事項）の確保

　　　　　→「三権分立」テーゼ…残った「統治権」が「行政権」へ。
　　　　　→「法律による行政」の原理で「行政権」をカヴァーしようとする近代公法学の壮大なプロジェクト。「法規（Rechtssatz）」・「侵害留保理論」。
ここにおいて、絶対君主の総覧した包括的な国家作用は、自由で創造的な＜政治＞の作用から、＜法＞の論理へと＜蒸留＞される。

（３）控除説の問題点
・この考え方に、無理はないのか？

・あるとしたら、なぜそのような無理をしたのか？時代背景？

・無理を承知で、控除説を維持する理由はあるのか？
・これらは、どのように説明するのか？

例：外交関係の処理、条約の締結、法律案の作成・提出、予算の作成・提出、国会の召集、解散、行政組織編成権（「法規」でない法律の立法）。
・最高裁の態度はどうか？
→たとえば、砂川事件（最大判1959.12.16）・苫米地事件（最大判1960.6.8）のいわゆる「統治行為論」。
→「直接国家統治の基本に関する高度に政治性のある国家行為のごときはたとえそれが法律上の争訟となり、これに対する有効無効の判断が法律上可能である場合であつても、かかる国家行為は裁判所の審査権の外にあり、その判断は主権者たる国民に対して政治的責任を負うところの政府、国会等の政治部門の判断に委され、最終的には国民の政治判断に委ねられているものと解すべきである」（苫米地事件最大判）。
・・・「執政説」の承認？「統治行為論」を認める多数説＝執政説の承認？
・行政＝法律の執行？上記の例は「法律の執行」か？ 
・形式的/実質的行政概念、形式的/実質的立法概念。
４．「執政」とは・・・
（１）執政説

控除説で、うまく説明できない上記の諸問題について、「執政」という概念を用いて説明するとどうなるであろうか？

→執政説：全国家作用＝司法＋立法＋行政＋執政
「行政」・・・Administrative power。「法律の執行」、「行政各部の管理」。
「執政」・・・Executive power。上記の例の再説明。
・執政説・・・統治機構論全般の再構成の視座。

（２）問題点？
では、この執政説に問題点はあるのか？

・というか、そもそも、「執政」/「政治」とは何か。
・なぜ、「執政」/「政治」は「法律による行政の原理」から外れる（ないし、この原理の適用をあまりうけない）必要があるのか？

・「三権分立」なのに？
・日本国憲法の解釈としての「執政」？何条に根拠？
５．来週の予告（仮）～現状の理解の組み替え・執政（権）の統制方法は？～
（１）司法的統制と政治的統制

（２）統治行為論
（３）議会・主権者による執政府コントロール？
以上
